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1-1.「通知又は容易に知り得る状態に置く方法」の記載例（WEB）
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■ヘッダーもしくはフッター部分に外部送信に関するリンクを用意

■ガイドラインに準じた方法で、サービス/提供先/利用目的等を分かりやすく記載するが、1ページに
収まらない場合は、最低限のスクロールも可とする

本ウェブサイトにおけ
る外部送信について

動作環境・
Cookie情報の
利用について



1-2.「通知又は容易に知り得る状態に置く方法」の記載例（アプリ）
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■アプリケーションのメニュー等の配下もしくはフッター部分に外部送信に関するリンクを用意

■ガイドラインに準じた方法で、サービス/提供先/利用目的等を分かりやすく記載するが、1ページに
収まらない場合は、最低限のスクロールも可とする

本体

フッター

○×△□

本アプリにおける外部送信について

アプリケーションのメニュー
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2. 利用者の認識や理解の向上につながる好事例
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記載内容は規律に直接関連するものではないが、「利用者の認識や理解の向上につながる好事例」として、
イラストやアイコンなどを使用して分かりやすく記載
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3.「オプトアウト措置の提供に関して利用者が容易に知り得る状態に置くべき事項」の記載例
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４.「当該電気通信役務の提供のために真に必要な情報」の事例
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当該電気通信役務の提供のために真に必要な情報の事例として、
当該電気通信役務の「サイト品質改善等のための措置にあたり必要な情報」が該当すると考えます

＜例＞
サイトやアプリのインターフェース等の改善のために、サイト内でどのページ間での行き来が多いのか等
のアクセス履歴を確認できることで、お客様がよくご覧になられているページへのリンクを、視認・操作
しやすい位置に設置したりするなど、お客様にとって使い勝手の良いサイト構成を検討することができ
る
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＜参考＞その他意見
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項目 内容

1-2 対象役務
規律対象役務の判定について、「電気通信事業参入マニュアル［追補版］」の「１．電気通信事業等の概要（１）
全体像」にて示されている概念図や「３．電気通信事業法の適用に係る判定フローチャート」「４.主な事例と考え方」に
て示されるフローチャートや例示を参考として、GL内容をまとめていただくことを要望いたします

2 通知又は容易に知り得
る状態に置く方法

以下の点により、「通知等を行うべき事項」の掲載場所・方法については、事業者の工夫に委ねられるべきと考えます。
・利用者への通知等には、Cookie等を含む外部送信する情報の取扱いについて、アプリプライバシーポリシーの中で個人
情報と合わせて定めている例もあれば、プライバシーポリシーとは別に定めている例もあり、それぞれが消費者に定着している
・何が適切かについては、サービスの業態や提供手法によって異なる

2-1
通知又は容易に知り得
る状態に置く際に共通
して求められる事項

「通知等を行うべき事項に変更が生じた場合」における、変更後の内容の通知等の方法について、GLにて記載例を示して
いただくことを要望いたします

4-1

利用者に通知し、又は
当該利用者が容易に
知り得る状態に置く必
要まではないと考えられ
る情報

「セキュリティ対策に必要な情報」について、電気通信役務の提供にあたりベンダーが提供するセキュリティ対策ツールを利用
することがあるため、GL解説(案)中「（当該電気通信事業者自身のセキュリティに関する対策に限られる。）」との記載の
削除又は記載内容の変更を要望いたします

4-2 利用者が同意している
情報

「利用者に適切な確認の機会を付与する」との法改正趣旨を踏まえる前提で、サービス利用規約やアプリケーションプライ
バシーポリシーに基づく「利用者の能動的同意取得を行う既存の同意取得手法」も可能とする整理、およびGLでの明確
化を要望いたします
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